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Ⅰ．総合研究報告

 

ベリリウム等の低濃度管理物質に対する有効な曝露防止対策に関する研究 

 

研究代表者 石田尾 徹 

産業医科大学 産業保健学部 作業環境計測制御学 講師 

 

研究要旨 

 本研究では，対象物質としてベリリウムを選択し，これを取り扱う作業の実態を把握し，

有効な曝露防止対策を提案することを目的とした．研究は，文献的研究，現場調査および実

験室的研究からなる．ベリリウムに関する文献を抽出し整理した結果，合金として原子力関

連や兵器製造関連で多く使用されており，環境濃度も含め呼吸域でも高濃度となる報告例

があった．工学的対策については，高流速の局所排気装置が環境濃度低減に有効であること

が示唆された．アンケート調査（1112 事業場＋452 作業環境測定機関）では，回収数は「製

造・取り扱いの可能性がある事業場」が 234 事業場（回収率 21.0%），「作業環境測定機関」

が 270 事業場（59.7%）であった．ベリリウム取り扱いがある事業場は延べ 32 事業場であ

った．製造・取り扱い時の状態としてはベリリウム合金 41%，ついでベリリウムが 24%で

あった．また，法令に基づいて適切に行われている事業場がある一方，排気設備のない事業

場や適切な保護具の選定がなされていない可能性のある事業場もあることがわかった．現

場実態調査においては，協力が得られた電子部品・デバイス・電子回路製造業の 1 事業所を

調査対象とした．個人ばく露濃度測定，作業環境測定および高濃度ばく露が予想される作業

のスポット測定を実施した結果，ばく露濃度は定量下限値未満であり，適切に作業環境管理

および作業管理がなされていた．実験室的研究を進めるために，模擬作業場を設計し建設し

た．その模擬作業場内に，真空紫外線を照射した金属粉じんに対する湿式回収装置を試作し

た．装置への室内空気の侵入を防ぐ改良を行ったところ，大気じんを約 93％以上カットす

ることができた．モデル粉じんの銅パウダーについて，ランプ消灯時は，区分 0.3 m およ

び 0.5 m では粒子個数に差はみられなかったが，区分 1 m 以上の金属粒子は水中に比較

的回収されることがわかった．このことから，サイズが小さい粉じんは水に回収されにくい

ことが考えられた．ランプ点灯時では，全ての粒径区分において出口の粒子個数が入口より

減少した．特に，区分 1 m に着目すると，ランプ消灯時の回収率が 46.7％であるのに対し

て，ランプ点灯時の回収率は 60.0％と増加することがわかった．今後は，他のモデル粉じん

を用いて実験データの収集・解析を行うとともに，回収率向上のための装置の改良を行う必

要がある．呼吸用保護具のフィットファクタと顔サイズのパラメータとの相関関係につい

て検討した．そのパラメータから呼吸用保護具のフィットテストの結果を推定し，実際のテ

スト結果と比較した．さらに，フィットファクタに大きな影響を与えるパラメータに関する

情報の抽出とともに，作業者に適した呼吸用保護具を選定するための方法を提案した． 
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山本 忍  

産業医科大学 産業保健学部  

作業環境計測制御学 助教 

保利 一  

産業医科大学 名誉教授 

大藪 貴子  

産業医科大学 産業生態科学研究所  

労働衛生工学 講師 

東 秀憲  

産業医科大学 産業生態科学研究所 

労働衛生工学 教授 

 

A. 研究目的 

ベリリウム等の管理濃度が極めて低い物

質（低濃度管理物質）を製造，取り扱ってい

る工程では，対策を行うことにより，作業に

伴って発生する有害物質の室内への拡散を

ある程度抑えることができたとしても，特

に発生源付近では管理濃度を超えることが

考えられ，従来の工学的対策では第一管理

区分にすることは困難になるといわれてい

る．このような環境において，作業者の当該

物質の曝露による健康障害を防止するため

には，発生状況を把握するとともに，状況に

応じた適切な対策を実施する必要がある．    

そこで本研究では，対象物質としてベリ

リウムを選択し，これを取り扱う作業の実

態を把握し，有効な曝露防止対策を提案す

ることを目的とした．なお，本研究では以下

の内容について実施した．①ベリリウムに

関する文献的調査（令和 3～5 年度），②ベ

リリウムおよびベリリウム化合物の製造・

取扱いに関するアンケート調査（令和 3～4

年度），③ベリリウムおよびベリリウム化合

物製造・取扱い事業場におけるばく露実態

調査（令和 4～5 年度），④模擬作業場の設

計および施工（令和 3 年度），⑤真空紫外線

を照射した粉じんに対する湿式回収装置の

試作（令和 4～5 年度），⑥低濃度管理物質

の曝露防止対策に関する基礎研究（令和 3～

5 年度）． 

 

B. 研究方法 

令和 3～5 年度の 3 年間において 6 研究を

実施した．以下に詳細を示す． 

①「ベリリウムに関する文献的調査」で

は，PubMed より，beryllium×environment で

検索した結果 95 件，beryllium×exposure で

検索すると 85 件，beryllium×ventilation で

検索すると 20 件がそれぞれ hit した．これ

らの中から，ベリリウムの作業環境あるい

はばく露濃度とベリリウムを取り扱う作業

使用の実態，作業の種類，作業内容等，曝露

状況等に関する文献を収集し整理した． 

②「ベリリウムおよびベリリウム化合物

の製造・取扱いに関するアンケート調査」で

は，製造・取扱いの可能性がある 1112 事業

場を調査対象とした．また，作業環境測定機

関として，452 機関についても同様の調査を

実施した．調査方法は，自己式質問紙調査に

より実施し，2022 年の 1 ヶ月間で実施した．

質問紙は「製造・取扱いの可能性がある事業

場」は安全衛生委員会，「作業環境測定機関」

は作業環境測定業務担当者宛に依頼文と返

信用封筒を同封し郵送した．回答者は，「製

造・取扱いの可能性がある事業場」はベリリ

ウム取扱い現場の責任者，「作業環境測定機

関」は作業環境測定業務の責任者となるよ

うに依頼し，回答は記名式で実施した． 

③「ベリリウムおよびベリリウム化合物

製造・取扱い事業場におけるばく露実態調

査」では，電子部品・デバイス・電子回路製



3 

 

造業の 1 事業場を調査対象とした．ベリリ

ウムばく露の可能性がある作業は，クリー

ンルーム内の真空蒸着機の内面に付着した

ベリリウム含有合金の清掃作業である．1 回

の作業時間は，15～20 分程度で，清掃頻度

は 1 月あたり約 1 回程度，作業者は 1 名で，

クリーンルーム用の防じん服を着用し，不

織布マスク，ポリエステル製防護手袋，牛革

製の前掛けを着用していた．なお，真空蒸着

機に局所排気装置等の排気設備は設置され

ていない．ばく露測定として，個人ばく露濃

度測定，吸入性粉じんを対象とした作業環

境測定および高濃度ばく露が予想される 2

つの作業について，作業時間全体を捕集時

間としたスポット測定を実施した．個人ば

く露測定はベリリウム取扱い作業者（ばく

露作業者），非取扱い作業者（非ばく露作業

者）各 1 名にサンプラーを取り付け就業時

間中捕集した．分析は誘導結合プラズマ原

子発光分析法により行った．  

④「模擬作業場の設計および施工」では，

模擬作業場を設計・施工した．研究室内に独

立した部屋を作り，卓上の囲い式の局所排

気装置を常に稼働させ，気流を作り，陰圧状

態を保つこととした．局所排気装置内で発

生した粉じんについては，トラップユニッ

ト内に設置するバグフィルターあるいは水

を用いたスクラバーを通して回収し，トラ

ップユニットごと廃棄することとした．  

⑤「真空紫外線を照射した粉じんに対す

る湿式回収装置の試作」では，④の模擬作業

場内に試作することとした．装置は粉じん

発生部，粉じん希釈部，湿式粉じん回収部，

ファン及びバックアップフィルター部の大

きく 4 つの部分を設計した．エキシマラン

プと空気が接触すると，エネルギーが非常

に大きい OH ラジカル等が生成し，これと

金属粒子が接触することにより金属粒子が

イオン化すると考えられる．イオン化した

金属粒子が水槽内の水と接触し，金属粒子

が水中に回収される．そして，金属粒子は水

ごと処理することになる．回収できない場

合を考慮して HEPA フィルターが内蔵され

ているファンを設置した． 

⑥「低濃度管理物質の曝露防止対策に関

する基礎研究」では，成人男女対象者（36 名）

に対して複数の使い捨て式あるいは半面形

面体型取替え式呼吸用保護具に関する短縮

定量的フィットテスト（TSI PortaCount 8048）

を実施した．対象者が呼吸用保護具を装着

してシールチェックをした後に短縮定量的

フィットテストを行った．フィットテスト

の実施と同時に正面および横からの顔写真

と顔面 3D 画像を撮影した．得られたフィッ

トファクタ（FF）と対象者の顔写真および

3D 画像より得られる顔サイズのパラメー

タを用いて多変量解析を実行した．具体的

には，フィットテストで得られた呼吸用保

護具の FF を，NIOSH のフィットパネルに

使用されている 10 カ所に唇幅を加えた顔

サイズパラメータの組み合わせで FF に影

響を及ぼす因子として解析した．11 個の顔

サイズのパラメータの中で特に FF に影響

の大きなパラメータを選定し，相関式を作

成して呼吸用保護具のフィットテストの結

果を推定し，テスト結果と比較した．  

 

C. 結果および考察 

各研究では次の結果および考察を得た． 

①「ベリリウムに関する文献的調査」で

は，本研究に有用と思われる文献を抽出し

た．ベリリウムばく露による疾患は感作性
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と慢性肺疾患（CBD）が主要なものであっ

た．ベリリウム作業としては原子力関連，兵

器製造関連がかなり多く，他の精密機械加

工に関してもこれらに関連したものと考え

られる．ベリリウムは合金として使用され

ることが多いが，現在の TLV-TWA から考

えれば，高濃度の作業が多かったことが推

察される．一方，工学的対策については，

1970～1977 年の大量生産期に局所排気装置

が用いられていたが， 1978～1982 年に生産

が減少したため，以前に比べて環境濃度が

減少（約 0.3→0.15 g/m3）した．その後，局

所排気装置は改良されたが，1983～1985 年

には再び生産が増加したため環境濃度は変

わっていない．1986～1988 年は生産が減少

するとともに高流速の局所排気装置が設置

されたことから，環境濃度は約 0.04 g/m3と

改善されている．この様に米国のデータか

らも，高流速の局所排気装置が環境濃度低

減に有効であることが示唆された．ACGIH

は，2007 年にベリリウム及びその化合物の

TLV-TWA の勧告値をそれまでの 2 g/m3

（0.002 mg/m3）から 0.05 g/m3（0.00005 

mg/m3）（Inhalable 粒子として）に変更した．

日本産業衛生学会は，ベリリウムおよびベ

リリウム化合物（Be として）0.002 mg/m3を

勧告しているが，これは 1963 年に勧告され

たものであり，その後更新はされていない．

作業環境の管理濃度は，ACGIH 勧告値を考

慮しつつも，ベリリウムおよびその化合物

を製造または取り扱う事業場の工学的対策

の現状や今後の実現可能性を踏まえ，2012

年に従来の 0.002 mg/m3 から 0.001 mg/m3 に

引き下げる改正を行っている． 

②「ベリリウムおよびベリリウム化合物の

製造・取扱いに関するアンケート調査」で

は，質問紙の回収数は「製造・取扱いの可能

性がある事業場」が 234 事業場（回収率

21.0%），「作業環境測定機関」が 270 事業場

（回収率 59.7%）であった．ベリリウム取扱

いがある事業場は延べ 32 事業場であった． 

製造・取扱い時の状態としてはベリリウム

合金 41%，ついでベリリウムが 24%であっ

た．用途は試薬及び原料としての使用が約

半数を占めた．含有率は，3%未満が 34%で

あり，不明が 49%であった．作業の種類は

サンプリング作業及び鋳造作業がそれぞれ

26%，24%であった．年間の取扱量は 500 kg

未満が約半数を占め，それ以外は不明であ

った．取扱い時の状況は，作業場に局所排気

装置等を設置し，工学的なばく露防止措置

がされている事業場は 63%で，呼吸用保護

具及び保護手袋を着用している事業場はそ

れぞれ 47%，72%であった．リスクアセスメ

ントは 3 事業所（9%）で実施されており具

体的な手法としては定量的手法（作業環境

測定又は個人サンプリング法）であった．ば

く露濃度測定の実施状況は，「製造・取扱い

の可能性がある事業場」からの回答では全

て未実施であったが，作業環境測定の対象

となる含有率で取扱いがされている事業場

はなかった．一方，「実施したことがある」

と回答した作業環境測定機関うち 1 事業場

のみ作業環境測定に加え，個人ばく露濃度

測定も実施されていた．特殊健康診断の実

施状況は，実施していないと回答した事業

場が 16%あったが，それらの全ての事業場

は特殊健診の対象とならない事業場であっ

た．自由記述欄より，作業環境測定機関か

ら，ベリリウムの含有率により作業環境測

定の対象とならない事業場での作業環境測

定等の定量的なリスクアセスメントの実施
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の必要性を訴える回答があった．また，各質

問項目において「不明」と回答したのは作業

環境測定機関からのものであり，これは機

関が把握していない，又は何らかの理由で

回答を避けた可能性が考えられる．したが

って，本結果は国内のベリリウム取扱い状

況を十分に反映していない可能性もある． 

③「ベリリウムおよびベリリウム化合物製

造・取扱い事業場におけるばく露実態調査」

では，個人ばく露濃度測定，作業環境測定，

スポット測定を行った．現在，日本において

は総粉じんとして日本産業衛生学会が許容

濃度 0.002 mg/m3 を勧告し，厚生労働省が管

理濃度 0.001 mg/m3 を示している．本調査で

は，個人ばく露濃度測定，作業環境測定およ

びスポット測定のいずれの測定に置いても

この値を下回った．真空蒸着機には，局所排

気装置等の排気設備はないものの，作業時

間は短時間であり，粉じんの飛散も目視で

ほぼ確認されなかった．また，当該事業場は

定期的な作業環境測定も実施しており，過

去の測定においても第一管理区分を継続し

ている．したがって，当該作業におけるベリ

リウムばく露における健康障害リスクは低

いと考えられる． 

④「模擬作業場の設計および施工」では， 

設計図をもとに施工を開始した．既存のブ

ロアの性能が約 2.0 m3/min であるため，模

擬作業場内を陰圧にするための簡易排気装

置の性能は最大で 1.8 m3/min とした．可動

式のダンパーを設置することにより，常に

密閉状態を保つように工夫した．さらに，壁

を断熱材にしたことにより，温度および湿

度をコントロール可能となった． 

⑤「真空紫外線を照射した粉じんに対する

湿式回収装置の試作」では，旧吸入曝露室内

に新設した模擬作業場内で組み立てた．漏

れをなくす改良により，粒径区分 0.3 m で

約 95％，0.5 m で約 93％の大気じんをカッ

トすることができた．次に，粒子サイズ 1 

m の銅パウダーをダストフィーダーにセ

ットし，湿式回収実験を行った．排気流量は

0.54 m3/min とした．ランプ消灯時の測定結

果より，区分 0.3 m および 0.5 m では粒

子個数に差はみられなかったが，区分 1 m

以上の金属粒子は水中に比較的回収される

ことがわかった．このことから，サイズが小

さい粉じんは水に回収されにくいことが考

えられた．ランプ点灯時の測定結果より，全

ての粒径区分において，出口の粒子個数が

入口より減少した．特に，区分 1 m に着目

すると，ランプ消灯時の回収率が 46.7％で

あるのに対して，ランプ点灯時の回収率は

60.0％と増加することがわかった．さらに

回収率を増加させるためには，実験条件や

照射条件等を検討する必要があると考える． 

⑥「低濃度管理物質の曝露防止対策に関

する基礎研究」では， 短縮定量的フィット

テストの合否判定をまとめた．その結果，顔

の横幅，縦幅および唇幅から得られる情報

が FF およびフィットテストの合否判定結

果に強く相関している傾向が示され，FFの

推定式を 2 変数で表現することで，実験結

果を概ね良好に再現できた．一方，顔の正面

写真による顔認識機械学習による FF の推

定プログラムをWolfram MathematicaTMによ

り作成し実行した．その結果，推定式と同精

度以上で学習データのフィットテストの判

定結果を再現することが可能であり，未学

習データも平均で概ね 7 割程度再現可能で

あった．今後，学習データの精査や相関法の

改善により，特に未学習データのフィット
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テスト判定結果の推定精度向上等が課題で

ある．各呼吸用保護具の FFの平均値，最小

値および最大値より，自身の顔の大きさや

形状に合った保護具を選定することも隙間

からの漏れを防ぐためには重要である．一

方で，各呼吸用保護具の FFの平均値とフィ

ルタの透過率から推定される防護係数を指

定防護係数と比較した結果，推定される防

護係数はいずれも指定防護係数（JIS）を上

回っているが，FFの平均値がいずれも合格

値を超えており，作業者に適した呼吸用保

護具を適切に装着していることが前提にな

っており，当然 FFの値が小さいものほど防

護係数の推定値も小さくなる．このため，低

濃度管理物質を取り扱う場合には，作業者

の顔に適した密着性の高いと予想される取

替え式の呼吸用保護具あるいはファン稼働

時には面体内が正圧に保たれるため隙間か

らの漏れを防ぐ効果の高い P-PAPR の使用

を推奨し，適切に装着したうえで作業を実

施していただくことがよいと考えられる． 

 

D. 結論 

各研究では次の結論を得た．①文献を抽

出し整理した結果，合金として原子力関連

や兵器製造関連で多く使用されており，環

境濃度も含め呼吸域でも高濃度となる報告

例があった．工学的対策については，高流速

の局所排気装置が環境濃度低減に有効であ

ることが示唆された．②作業環境管理・作業

管理・健康管理が法令に基づいて適切に行

われている事業場がある一方，排気設備の

ない事業場や適切な保護具の選定がなされ

ていない可能性のある事業場もあることが

わかった．今後は，取扱い実態に応じた作業

環境管理・作業管理の構築が必要である．③

調査対象とした作業においては，ばく露濃

度は定量下限値未満であり，適切に作業環

境管理・作業管理がなされていた．④模擬作

業場を設計し建設した．その結果，作業場内

を陰圧状態に保つことができた．今後は，模

擬作業場内に現場作業および環境を再現し，

データ収集および解析を行う予定である．

⑤真空紫外線を照射した金属粉じんに対す

る湿式回収装置を試作した．装置への室内

空気の侵入を防ぐ改良を行ったところ，大

気じんを約 93％以上カットすることができ

た．モデル粉じんである銅パウダーについ

ては，ランプ点灯時の回収率は 60.0％であ

った．今後は，他のモデル粉じんを用いて実

験データの収集・解析を行うとともに，回収

率向上のための装置の改良を行う必要があ

る．⑥FFと顔サイズパラメータとの相関関

係について検討した．顔サイズに関わるい

くつかのパラメータから呼吸用保護具のフ

ィットテストの結果を推定し，実際のテス

ト結果と比較した．さらに，顔サイズパラメ

ータのうち FF に大きな影響を与えるパラ

メータに関する情報の抽出とともに，作業

者に適した呼吸用保護具を選定するための

方法および低濃度管理物質の曝露防止対策

としての保護具の有用性を検討・考察した． 

 

E. 健康危険情報 

なし 

F. 研究発表 

各章に記載 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 

H. 引用文献 

各章に記載 
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Ⅱ．分担研究報告 

1. ベリリウムに関する文献的調査 

 

保利 一 1，石田尾 徹 2，山本 忍 3，大藪 貴子 4，東 秀憲 5 

1 産業医科大学 名誉教授 

2 産業医科大学 産業保健学部 作業環境計測制御学 講師，3 同助教， 

4 産業医科大学 産業生態科学研究所 労働衛生工学 講師，5 同教授， 

 

研究要旨 

 本研究ではまず，ベリリウムの使用の実態，作業の種類，作業内容等，曝露状況等に関す

る国内外の文献を調査・収集した．ベリリウム作業のベリリウムについては，米国 OSHA が

最終規則（Final rule）を公表しており，事業所向けのガイドラインを発表しているので，こ

れも参考にして作業の実態を調査した．その結果，国外でのベリリウム作業としては，主に

原子力関連，兵器製造関連が多く，他の精密機械加工に関してもこれらに関連したものと思

われる．一方，工学的対策については，1970 年代より局所排気装置が使われているが，高

流速の局所排気装置の設置が環境濃度低減に有効である知見が得られた． 

 

A. 研究目的 

ベリリウムは，原子番号 4 の銀白色の金

属である．密度が 1.85 g/cm3 と金属として

は小さく，熱伝導率が高い，線膨張率が小さ

い，防振特性が高い，弾性係数が高いなど優

れた物理化学的特性を有しているため，金

属ベリリウムとして，医療・航空宇宙・軍

事・原子力等に，また合金，主にベリリウム

銅として，精密機器・通信・自動車・産業機

器等，産業界で広く利用されている． 

ベリリウムは GHS 区分で発がん性が 1A

のほか，呼吸器感作性，皮膚感作性，特定標

的臓器・全身毒性（呼吸器系）（単回ばく露，

反復ばく露）がいずれも区分 1 となってお

り，有害性が高いことから，米国の OSHA

はベリリウムを取り扱う作業の労働衛生管

理を強化するため，2017年に最終規則（Final 

rule）を公表している．これは，一般産業，

建設業，造船業に分けて示しているが，いず

れもベリリウムを0.1%以上含有する物質が

対象となっている．一方，わが国では，ベリ

リウムは特定化学物質の第 1 類に分類され

ているが，特化則の対象となるのはべリリ

ウムを 1%（重量）以上含有する製剤等，合

金の場合は ベリリウムを 3%（重量）を超

えて含有するものに限られている．わが国

で広く使用されているベリリウム銅合金の

場合，ベリリウムの含有率は基本的に 3％未

満であり，これらを取扱う作業については，

作業環境測定や，特殊健康診断の義務はな

いため，実態が把握されているとはいえな

い． 

本研究の目的は，ベリリウム等の低濃度

管理物質に対する有効なばく露対策を検討

することであり，そのためには，作業環境と

ばく露濃度，作業環境対策に関する情報を
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収集する必要がある．以上のことから，本研

究ではまず，ベリリウム使用の実態を把握

するため，ベリリウムを使用する作業の種

類，作業内容等，曝露状況等に関する国内外

の文献を調査・収集することとした． 

 

B. 研究方法 

PubMed より，beryllium×environment で

検索した結果，95 件，beryllium×exposure で

検索すると 85 件，beryllium×ventilation で

検索すると 20 件がそれぞれ hit した．これ

らの中から，ベリリウムの作業環境あるい

はばく露濃度とベリリウムを取り扱う作業

使用の実態，作業の種類，作業内容等，曝露

状況等に関する文献を収集した． 

 

C. 研究結果 

検索結果から，本研究に有用と思われる

文献を抽出した．ベリリウムばく露による

疾患は感作性と慢性肺疾患（CBD）が主要

なものである．Schuler ら[1]は，ベリリウム

-銅製品の製造及び剥離作業を行っている

事業場で作業環境濃度及び個人ばく露濃度

とこれらの疾患との関連を調べ，0.2 g/m3

以上で関連があると報告した．Madl ら[2]も

1970～2005 年にかけて同様の調査を行った

結果，ばく露状況は年によっても作業によ

っても異なるが，これらの疾患を発症した

濃度の中央値が 0.08 g/m3 であったことを

報告している． 

Johnson ら[3]は，核兵器施設におけるベリ

リウムばく露の実態を調べ，ばく露防止策

を検討している．1961～1997 年までの 36 年

間に 101 作業場の 217,681 人のばく露濃度

と 367,757 の定点のデータを収集した結果，

定点の濃度の中央値は 0.01 g/m3 程度であ

ったが，鋳物工場では高濃度になるところ

があった．また，個人ばく露は 1980 年代は

中央値が 0.2 g/m3 を超える年もあったが，

経年的に低下し，1990 年代は 0.1 g/m3前後

となっていた． 

Barnard ら[4]も 1970～1988 年にかけて核

兵器製造工場におけるベリリウムの定点測

定と個人ばく露の結果を収集した結果，定

点の算術平均値が 1970 年代は 0.3～0.4 

g/m3と推移していたが，80年代後半は 0.1

ｇ/m3 以下に低下したこと，一方，個人ばく

露濃度は 1984～1987 年で 0.092～1.195 

g/m3 であったことを報告している． 

Kreiss[5]は，1984～1993 年におけるさま

ざまなベリリウム取扱作業において，

59,360 の定点測定の結果，中央値（最大値）

は 0.6 （2615） g/m3，15,787 の呼吸域の測

定で 1.4 （3759） g/m3 で，18.5%が 5 g/m3

を超え，3.6%が 25 g/m3 を超えていた．179

の個人ばく露測定の結果は，中央値 1.0（範

囲 0.1～52.6） g/m3 であることを示した． 

Taiwo ら[6]は米国内の 4 社，3,185 名のア

ルミニウム精錬作業者について，ベリリウ

ムのばく露濃度とベリリウム感作の関係に

ついて調べた結果，ばく露濃度は，<0.01～

13.00 g/m3 （算術平均 0.25 g/m3，幾何平

均 0.06 g/m3），感作者は 9 名（0.47%）であ

った．  

Kolantz ら[7]は，1940 年代から現在まで

のさまざまなベリリウム取扱作業における

作業環境濃度，ばく露濃度について調べて

おり，作業によって気中濃度は大きく異な

ること，作業環境濃度に比較し，ばく露濃度

が高く，特に炉に原料を投入する工程にお
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ける呼吸域の濃度が平均 2.1 g/m3と他の作

業（0.1～0.9 g/m3）に比べて高いことを指

摘している． 

Deubner ら[8]は，1971 年から 1999 年まで

の鉱山と工場におけるベリリウムの作業環

境濃度と個人ばく露濃度を調べた．経年的

には気中濃度は低下していること，この間

の定点測定での濃度の中央値は 0.3～2.5 

g/m3，個人ばく露濃度は 0.05～0.8 g/m3で

あったが，作業内容によって濃度は大きく

異なり，100 g/m3 を超えるばく露を受ける

場合もあった． 

Armstrong ら[9]は，ベリリウムを取り扱う

4 つの施設におけるばく露濃度を測定した．

幾何平均値は作業によって異なるが，0～

3.96 g/m3で，特に粉体製造や真空ホットプ

レスの作業が 3.0 g/m3を超えて高濃度であ

り，その他の作業はほぼ 1 g/m3 またはそれ

以下の濃度であった．また，手袋や表面のベ

リリウム濃度も測定しているが，いずれも

ばく露濃度とよい相関がみられた． 

以上を文献ごとに要約し，内容を整理し

た結果を表 1 に示す．物質の状態としては，

銅ベリリウム合金をはじめ，ベリリウム合

金という状態が最も多かった．作業内容と

しては，精錬，鋳造，細線製造，面取り，線

材の焼鈍，酸洗，線引き，精密機械加工等が

あった．濃度に関しては，中央値として最小

値 0.02 g/m3 からかなり幅がみられたが，

たとえ中央値が 1 g/m3 程度であっても最

大値としては 3 mg/m3 =3000 g/m3を超える

ような作業もあるなど，濃度のばらつきが

大きいことがわかった．呼吸域のデータは

定点より少ないが，中央値で 1 g/m3を超え，

最大値としては 50 g/m3を超える高濃度の

報告例があった． 

 

D. 考察 

表 1 より，ベリリウム作業[1-9]としては

原子力関連，兵器製造関連がかなり多く，他

の精密機械加工に関してもこれらに関連し

たものと考えられる．ベリリウムは合金と

して使用されることが多いが，現在の TLV-

TWA から考えれば，高濃度の作業が多かっ

たことが推察される．一方，工学的対策[4]

については，1970～1977 年の大量生産期に

局所排気装置が用いられていたが， 1978～

1982 年に生産が減少したため，以前に比べ

て環境濃度が減少（約 0.3→0.15 g/m3）し

た．その後，局所排気装置は改良されたが，

1983～1985 年には再び生産が増加したため

環境濃度は変わっていない．1986～1988 年

は生産が減少するとともに高流速の局所排

気装置が設置されたことから，環境濃度は

約 0.04 g/m3 と改善されている．この様に

米国のデータからも，高流速の局所排気装

置が環境濃度低減に有効であることが示唆

された． 

ACGIH は，2007 年にベリリウム及びその

化合物の TLV-TWA の勧告値をそれまでの

2 g/m3 （ 0.002 mg/m3 ）から 0.05 g/m3

（0.00005 mg/m3）（Inhalable 粒子として）に

変更した．日本産業衛生学会は，ベリリウム

およびベリリウム化合物（Be として）0.002 

mg/m3 を勧告しているが，これは 1963 年に

勧告されたものであり，その後更新はされ

ていない．作業環境の管理濃度は，ACGIH

勧告値を考慮しつつも，ベリリウムおよび

その化合物を製造または取り扱う事業場の

工学的対策の現状や今後の実現可能性を踏
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まえ，2012 年に従来の 0.002 mg/m3 から

0.001 mg/m3に引き下げる改正を行っている． 

 

E. 結論 

本研究では，ベリリウム作業の実態把握

を目的として，ベリリウムの TLV-TWA が

示された ACGIH の引用文献より，本研究に

有用と思われる文献を抽出し整理した．そ

の結果，合金として原子力関連や兵器製造

関連で多く使用されており，環境濃度も含

め呼吸域でも高濃度となる報告例があった．

また，工学的対策については，高流速の局所

排気装置が環境濃度低減に有効であること

が示唆された．文献的調査については，引き

続き行う必要がある． 

 

F. 健康危険情報 

なし 

G. 研究発表 

なし 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

 

表 1 環境測定および曝露測定の調査結果 

No. 物質の状態 作業内容 濃度 (g/m3) n 数 

1 銅ベリリウム

合金 

細線製造 

面取り 

線材の焼鈍，酸洗 

線引き 

0.06(0.01-7.80) 

0.03 (0.01-1.58)  

0.12 (0.01-7.80) 

0.06 (0.01-0.38) 

650 人 

 

2 金属ベリリウ

ム，酸化物，合

金 

精密機械加工 0.02 (median) 

0.2 (meam) 

2 (95 パーセンタイル) 

3831 人 

3 金属ベリリウ

ム 

核兵器製造 0.11-0.72 (年平均曝露濃度) 

0.02-0.32 (年平均定点濃度) 

217681 人 

367757 点 

4 金属ベリリウ

ム 

核兵器製造 0.16±0.33(定点) 

1.04±1.25(呼吸域） 

102 点 

102 人 

5 金属ベリリウ

ム，酸化物，合

金，セラミッ

クス) 

ベリリウム製品(金

属，酸化物，合金，

セラミックス)製造

プラント 

0.4 (定点) 

1.1 (呼吸域) 

0.9 (襟元) 

2274 人 

6 金属ベリリウ

ム 

アルミニウム精錬 範囲：<0.01-13.00（TWA） 

GM 0.06 (GSD4.42) 

AM 0.25 

3185 人 

7 金属ベリリウ

ム 

原料投入 0.5(定点) 

2.1(呼吸域) 

174 点 

5 
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8 金属ベリリウ

ム 

採鉱，粉砕，混合，

セラミックス製造 

Mean0.3-2.5(Max:271.2) 呼 吸

域 

Mean 0.05-0.8(個人ばく露) 

888 点 

 

665 人 

9 金属ベリリウ

ム粉体，合金，

酸化セラミッ

クス 

製品製造 

酸化セラミックス 

合金製品中間製造 

合金剥離作業 

GM:0.15(GSD:6.8) 

GM:0.10(GSD:6.0) 

GM:0.02(GSD4.5) 

GM:0.009(GSD:3.5) 

325 

44 

44 

22 

 

引用文献： 

 

1. Schuler CR, Kent MS, Deubner DC, Berakis MT, McCawley M, Henneberger PK, Rossman MD, 

Kreiss K: Process-related risk of beryllium sensitization and disease in a copper–beryllium alloy 

facility. Am J Ind Med 47:195–205 (2005). 

2. Madl AK, Unice K, Brown JL, Kolanz ME, Kent MS: Exposure-response analysis for beryllium 

sensitization and chronic beryllium disease among workers in a beryllium metal machining plant. 

J Occup Environ Hyg 4(6):448–466 (2007).  

3. Johnson JS Foote K , McClean M, Cogbill G: Beryllium exposure control program at the Cardiff 

atomic weapons establishment in the United Kingdom Appl Occup Environ Hyg 16(5):619–630 

(2001).  

4. Barnard AE, Torma-Krajewski J, Viet SM: Retrospective beryllium exposure assessment at the 

rocky flats environmental technology site. Am Ind Hyg Assoc J 57:804-808 (1996). 

5. Kreiss K Mroz MM, Zhen B, Wiedemann H, Barnaet B: Risks of beryllium disease related to 

workprocesses at a metal, alloy, and oxide production plant Occup Environ Med 54:605–612 

(1997).  

6. Taiwo OA, Slade MD, Cantley LF, Kirsche SR, Wesdock JC Cullen MR: Prevalence of beryllium 

sensitization among aluminium smelter workers. Occup Med 60(7):569-571(2010) 

7. Kolanz ME, Madl AK, Kelsh MA, Kent MS, Kalmes RM, Paustenbach DJ: A Comparison and 

critique of historical and current exposure assessment methods for beryllium: Implications for 

evaluating risk of chronic beryllium disease. Appl Occup Environ Hyg 65(5): 593-614(2001) 

8. Deubner DC, Lowney YW, Paustenbach DJ, Warmerdam J: Contribution of incidental exposure 

pathways to total beryllium exposures. Appl Occup Environ Hyg 16(5):579–592 (2001). 

9. Armstrong JL, Day GA, Park JY, Stefaniak AB, Stanton ML, Deubner DC, Kent MS, Schuler CR, 

Virji MA: Migration of beryllium via multiple exposure pathways among work processes in four 

different facilities. J Occup Environ Hyg. 2014; 11(12): 781–79 (2014)  
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Ⅱ．分担研究報告 

2. ベリリウムおよびベリリウム化合物の製造・取扱いに関するアンケート調査 

 

山本 忍 1，石田尾 徹 2，大藪 貴子 3，東 秀憲 4，保利 一 5 

1 産業医科大学 産業保健学部 作業環境計測制御学 助教，2 同講師 

3 産業医科大学 産業生態科学研究所 労働衛生工学 講師，4 同教授 

5 産業医科大学 名誉教授 

 

研究要旨 

 本研究では，国内におけるベリリウム及びベリリウム化合物の取扱い等の現状を把握し，

適切なばく露低減対策を構築するための基礎資料を得ることを目的とし，1564 事業場を対

象にアンケート調査を実施した．その結果，作業環境管理，作業管理，健康管理が法令に基

づき適切に行われている事業場がある一方，排気設備のない事業場や適切な保護具の選定

がなされていない可能性のある事業場もあることがわかった． 

 

A. 研究目的 

ベリリウム及びベリリウム化合物等の管

理濃度が極めて低い物質を製造，取り扱う

工程では，従来の工学的対策（特別則で定め

られた排気装置の性能要件など）では作業

環境管理が適切であると判断される状態に

することが困難であることが予想され，そ

のような場合は状況に応じた適切な作業環

境管理，作業管理が求められる． 

ベリリウムのばく露評価に係る規制は特

定化学物質障害予防規則のみで作業環境測

定及び特殊健康診断の対象となるのはベリ

リウム含有重量が，1%を超えるベリリウム

化合物及び 3%を超えるベリリウム合金の

みである．豊岡らは，ベリリウムは日本にお

いて主にベリリウム銅合金として使用され，

合金として製品利用されるベリリウム銅合

金のベリリウム含有率は 0.5－3%であり，

流通しているベリリウム銅合金は，ベリリ

ウム含有率 2%以下とみられると報告して

いる[1]． 

したがって，従来の労働安全衛生法に基

づく作業環境測定及び特殊健康診断ではベ

リリウムのばく露実態を把握できていると

は言えない．本検討では，国内におけるベリ

リウム取扱いの現状を把握し，適切なばく

露低減対策を構築するための基礎資料を得

ることを目的とし，製造・取扱いの可能性が

ある事業場及び作業環境測定機関にアンケ

ート調査を実施した． 

 

B. 研究方法 

(1) 対象と調査方法 

調査対象は，「製造・取扱いの可能性があ

る事業場」として，ベリリウム銅の製造メー

カー及びその仕入れ・納入先，一般社団法人

一般社団法人新金属協会正会員及び賛助会

員，日本鉱業協会正会員，一般社団法人日本

伸銅協会正会員及び賛助会員，社団法人日

本銅センター賛助会員，一般社団法人日本

鋳造協会法人正会員及び団体正会員，公益

社団法人日本作業環境測定協会自社測定事
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業場及び委託測定事業場，公益社団法人保

安用品協会普通会員の 1112 事業場とした．

また，「作業環境測定機関」として，公益社

団法人日本作業環境測定協会の作業環境測

定機関及び指定測定機関の 452 機関につい

ても委託・受注先における同様の調査を実

施した．調査対象の詳細を表 1 に示す． 

調査方法は，自己式質問紙調査（郵送法）

により実施し，2022 年 4 月 14 日から 5 月

13 日の 1 ヶ月間で実施した．質問紙は「製

造・取扱いの可能性がある事業場」は安全衛

生委員会，「作業環境測定機関」は作業環境

測定業務担当者宛に依頼文と返信用封筒を

同封し郵送した．回答者は，「製造・取扱い

の可能性がある事業場」はベリリウム取扱

い現場の責任者，「作業環境測定機関」は作

業環境測定業務の責任者となるように依頼

し，回答は記名式で実施した． 

 

(2) 調査項目 

 調査項目は，労働安全衛生法第 100 条及

び労働安全衛生規則第 95条の 6に基づき厚

生労働省が平成 18 年より実施している「有

害物ばく露作業報告制度」（2022 年より休止）

における報告項目を参考に，独自の項目も

追加し，①事業場の基本情報（7 及び 8 項

目），②ベリリウムの製造・取扱いについて

（11 項目），③取扱い時の状況（5 項目），

④リスクアセスメントの実施状況（7 及び

10 項目）⑤健康影響に対する取り組み状況

（2 項目），⑥その他（2 項目）とした．な

お，項目数が 2 パターンある場合は前者が

「製造・取扱いの可能性がある事業場」，後

者が「作業環境測定機関」である． 

 

(3) 分析方法 

 各質問項目について単純集計を行った． 

 

C. 研究結果及び考察 

 質問紙の回収数は「製造・取扱いの可能性

がある事業場」が 234 事業場（回収率 21.0%），

「作業環境測定機関」が 270 事業場（回収

率 59.7%）であった．ベリリウム取扱いがあ

る事業場は延べ 32 事業場であった．各質問

項目に対する集計結果を表 2～表 20 に示す． 

 製造・取扱い時の状態としてはベリリウ

ム合金 41%，ついでベリリウムが 24%であ

った．用途は試薬及び原料としての使用で

約半数を占めた．含有率は，3%未満が 34%

であり，不明が 49%であった．作業の種類

はサンプリング作業及び鋳造作業がそれぞ

れ 26%，24%であった．年間の取扱量は 500 

kg 未満が約半数を占め，それ以外は不明で

あった．取扱い時の状況は，作業場に局所排

気装置等を設置し，工学的なばく露防止措

置がされている事業場は 63%で，呼吸用保

護具及び保護手袋を着用している事業場は

それぞれ 47%，72%であった．リスクアセス

メントは 3 事業所（9%）で実施されており

具体的な手法としては定量的手法（作業環

境測定又は個人サンプリング法による測定）

であった．ばく露濃度測定の実施状況は，

「製造・取扱いの可能性がある事業場」から

の回答では全て未実施であったが，作業環

境測定の対象となる含有率で取扱いがされ

ている事業場はなかった．一方，「実施した

ことがある」と回答した作業環境測定機関

うち 1 事業場のみ作業環境測定に加え，個

人ばく露濃度測定も実施されていた．特殊

健康診断の実施状況は，実施していないと

回答した事業場が 16%あったが，それらの

全ての事業場は特殊健診の対象とならない
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事業場であった．なお，質問の最後に自由記

述欄を設けており，作業環境測定機関から，

ベリリウムの含有率により作業環境測定の

対象とならない事業場での作業環境測定等

の定量的なリスクアセスメントの実施の必

要性を訴える回答があった． 

また，各質問項目において「不明」と回答

したのは作業環境測定機関からのものであ

り，これは作業環境測定機関が把握してい

ない，又は何らかの理由で回答を避けた可

能性が考えられる．したがって，本結果は国

内のベリリウム取扱い状況を十分に反映し

ていない可能性もある．  

 

D. 結論 

作業環境管理・作業管理・健康管理が法令

に基づいて適切に行われている事業場があ

る一方，排気設備のない事業場や適切な保

護具の選定がなされていない可能性のある

事業場もあることがわかった．今後は，取扱

い実態に応じた作業環境管理・作業管理の

構築が必要である． 

 

E. 引用文献 

1. 豊岡達士，甲田茂樹 (2021)：ベリリウ

ム及びその化合物による健康障害の防

止対策と職場における労働衛生管理－

最近の動向と我が国の課題－．産業衛

生学雑誌 63(2)：31-42 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

【論文発表】 なし 

【学会発表】 

1. 平井哲哉，山本忍，石田尾徹，中山彩，

大藪貴子，東秀憲，保利一：ベリリウム

製造・取扱い事業所に関するアンケー

ト調査，第 40 回産業医科大学学会，

2022 年 10 月 

2. 山本忍，石田尾徹，大藪貴子，東秀憲，

保利一：ベリリウムおよびベリリウム

化合物の製造と取扱いに関する質問紙

調査，第 96 回日本産業衛生学会，2023

年 5 月 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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表 1 調査票送付先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業場数

製造・取扱いの可能性がある事業場

　ベリリウム銅製造メーカー及びその仕入先・納入先 147

　一般社団法人 新金属協会 正会員 19

賛助会員 20

　日本鉱業協会 正会員 45

　一般社団法人 日本伸銅協会 正会員 30

賛助会員 13

　社団法人 日本銅センター 賛助会員 24

　一般社団法人 日本鋳造協会 法人正会員 329

団体正会員 402

　公益社団法人 日本作業環境測定協会 自社測定機関 34

委託測定事業場 13

　公益社団法人 保安用品協会 普通会員 36

作業環境測定機関

　公益社団法人 日本作業環境測定協会 作業環境測定機関 451

指定測定機関 1

調査票送付先
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表 2 事業の種類 

 

 

 

 

 

表 3 製造・取扱い時のベリリウムの状態（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 飲料・たばこ・飼料製造業 1 3.1

(2) 窯業・土石製品製造業 1 3.1

(3) 非鉄金属製造業 4 12.5

(4) 金属製品製造業 6 18.8

(5) 生産用機械器具製造業 1 3.1

(6) 業務用機械器具製造業 1 3.1

(7) 電子部品・デバイス・電子回路製造業 2 6.3

(8)  その他製造業 4 12.5

(9) その他 11 34.4

(10) 未記入 1 3.1

合計 32 100

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) ベリリウム 8 23.5

(2) ベリリウム合金 14 41.2

(3) その他 4 11.8

(4) 不明 7 20.6

(5) 未記入 1 2.9

合計 34 100
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表 4 ベリリウム及びベリリウム化合物の用途（複数回答可） 

 

 

 

 

 

表 5 ベリリウム及びベリリウム化合物のベリリウム含有率（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 製造 1 3.0

(2) 原料として使用 7 21.2

(3) 触媒等 2 6.1

(4) 表面処理等 1 3.0

(5) 試薬として使用 9 27.3

(6) 回収・リサイクル 1 3.0

(7) その他 7 21.2

(8) 不明 4 12.1

(9) 未記入 1 3.0

合計 33 100

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 0.1%未満 3 8.6

(2) 0.1%以上1%未満 1 2.9

(3) 1%以上3%未満 8 22.9

(4) 3%以上 5 14.3

(5) 不明 17 48.6

(6) 未記入 1 2.9

合計 35 100
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表 6 ベリリウム及びベリリウム化合物を製造又は取扱うことにより 

ばく露を受ける恐れがある作業（複数回答可） 

 

 

 

 

 

表 7 ベリリウム及びベリリウム化合物の年間の製造・取扱い量 

 

 

 

 

 

 

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 成形・加工又は発泡の作業 3 7.1

(2) 研磨・バリ取り 2 4.8

(3) 掻き落とし・剥離又は回収作業 3 7.1

(4) 軽量・配合等 3 7.1

(5) サンプリング等 11 26.2

(6) 成形・加工等 1 2.4

(7) 鋳造等 10 23.8

(8) 破砕・粉砕等 1 2.4

(9) 保守・点検等 2 4.8

(10) その他 3 7.1

(11) 不明 2 4.8

(12) 未記入 1 2.4

合計 42 100

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 500kg未満 15 46.9

(2) 不明 16 50.0

(3) 未記入 1 3.1

合計 32 100
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表 8 作業 1 回当たりの製造・取扱い量 

 

 

 

 

 

 

表 9 ベリリウム及びベリリウム化合物の物理的性状（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 1kg未満 15 46.9

(2) 1kg以上1t未満 3 9.4

(3) 不明 13 40.6

(4) 未記入 1 3.1

合計 32 100

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) ペレット状の固体 8 21.1

(2) 結晶又は粒状の固体 8 21.1

(3) 微細・軽量パウダー状の固体 5 13.2

(4) 液体 4 10.5

(5) 不明 7 18.4

(6) 未記入 1 2.6

(7) その他 5 13.2

合計 38 100
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表 10 ベリリウム及びベリリウム化合物の取扱い時における温度 

（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

表 11 1 日当たりの作業時間（作業者 1 人当たりの 1 日の 

平均ばく露作業時間）（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 0-25℃ 16 45.7

(2) 25-50℃ 2 5.7

(3) 150℃以上 10 28.6

(4) 不明 6 17.1

(5) 未記入 1 2.9

合計 35 100

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 15分未満 11 33.3

(2) 15分以上30分未満 4 12.1

(3) 30分以上1時間未満 1 3.0

(4) 1時間以上3時間未満 2 6.1

(5) 3時間以上5時間未満 1 3.0

(6) 5時間以上 3 9.1

(7) 不明 10 30.3

(8) 未記入 1 3.0

合計 33 100



21 

 

 

 

 

表 12 ベリリウム及びベリリウム化合物取扱い作業者数 

 

 

 

 

 

 

表 13 排気設備等の設置状況（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 5人未満 17 53.1

(2) 5人以上10人未満 4 12.5

(3) 10人以上20人未満 2 6.3

(4) 20人以上 1 3.1

(5) 不明 7 21.9

(6) 未記入 1 3.1

合計 32 100

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 密閉化設備 2 5.0

(2) 囲い式 10 25.0

(3) 外付け式 13 32.5

(4) 全体換気 7 17.5

(5) 設備無し 4 10.0

(6) 不明 3 7.5

(7) 未記入 1 2.5

合計 40 100
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表 14 呼吸用保護具の着用状況 

 

 

 

 

 

 

表 15 保護手袋の着用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 未着用 11 34.4

(2) 着用 15 46.9

(3) 不明 5 15.6

(4) 未記入 1 3.1

合計 32 100

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 未着用 3 9.4

(2) 着用 23 71.9

(3) 不明 5 15.6

(4) 未記入 1 3.1

合計 32 100
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表 16 保護衣の着用状況 

 

 

 

 

 

 

表 17 ベリリウム及びベリリウム化合物の健康影響に関する 

リスクアセスメント実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 未着用 16 50.0

(2) 着用 11 34.4

(3) 不明 4 12.5

(4) 未記入 1 3.1

合計 32 100

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 実施したことがある 3 9.4

(2) 実施したことはない 17 53.1

(3) 不明 11 34.4

(4) 未記入 1 3.1

合計 32 100
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表 18 ベリリウム及びベリリウム化合物のばく露濃度測定実施 

 

 

 

 

 

 

表 19 ベリリウム及びベリリウム化合物の特殊健康診断実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 実施したことがある 24 77.4

(2) 実施したことはない 6 19.4

(3) 未記入 1 3.2

合計 31 100

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 実施している 6 18.8

(2) 実施していない 5 15.6

(3) 不明 19 59.4

(4) その他 1 3.1

(5) 未記入 1 3.1

合計 32 100
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表 20 ベリリウム及びベリリウム化合物の使用中 

又は使用後に健康影響を訴えた作業者 

 

  

事業場数(延べ） 割合(%)

(1) 健康影響の訴えがあった 0 0.0

(2) 健康影響の訴えがなかった 10 31.3

(3) 不明 21 65.6

(4) 未記入 1 3.1

合計 32 100
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資料：第 40 回産業医科大学学会（抄録） 
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資料：第 96 回日本産業衛生学会（抄録とスライド） 
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Ⅱ．分担研究報告 

3. ベリリウムおよびベリリウム化合物製造・取扱い事業場におけるばく露実態調査 

 

山本 忍 1，石田尾 徹 2，大藪 貴子 3，東 秀憲 4，保利 一 5 

1 産業医科大学 産業保健学部 作業環境計測制御学 助教，2 同講師 

3 産業医科大学 産業生態科学研究所 労働衛生工学 講師，4 同教授 

5 産業医科大学 名誉教授 

 

研究要旨 

本研究では，ベリリウム取扱い時のばく露実態を調査し，適切なばく露低減対策を構築す

るための基礎データを得ることを目的とし，本年度はパイロット調査として，ベリリウム含

有率が 1%以下の事業場を対象にばく露実態調査を実施した．その結果，個人ばく露濃度測

定，作業環境測定およびスポット測定のいずれの測定においてもベリリウム濃度は定量下

限値未満であった．次年度，他業種の作業についても引き続きばく露実態調査を行う予定で

ある．  

 

A. 研究目的 

ベリリウムおよびベリリウム化合物等の

管理濃度が極めて低い物質を製造，取り扱

う工程では，従来の工学的対策（特別則で定

められた排気装置の性能要件など）では作

業環境管理が適切であると判断される状態

にすることが困難であることが予想され，

そのような場合は状況に応じた適切な作業

環境管理，作業管理が求められる． 

ベリリウムのばく露評価に係る規制は特

定化学物質障害予防規則のみで作業環境測

定および特殊健康診断の対象となるのはベ

リリウム含有重量が，1%を超えるベリリウ

ム化合物および 3%を超えるベリリウム合

金のみである．豊岡らは，ベリリウムは日本

において主にベリリウム銅合金として使用

され，合金として製品利用されるベリリウ

ム銅合金のベリリウム含有率は 0.5－3%で

あり，流通しているベリリウム銅合金は，ベ

リリウム含有率 2%以下とみられると報告

している[1]． 

したがって，従来の労働安全衛生法に基

づく作業環境測定および特殊健康診断では

ベリリウムのばく露実態を把握できている

とは言えない．本検討では，ベリリウム含有

量が 1%以下の合金を取り扱う事業場を対

象にばく露実態を調査した． 

 

B. 研究方法 

(ア) 対象 

調査対象事業場は，電子部品・デバイス・

電子回路製造業で，ベリリウムを電極成膜

を目的として使用している．当該事業場の

ベリリウムばく露の可能性がある作業は，

クリーンルーム内に設置されている真空蒸

着機の内面に付着したベリリウム含有合金

の清掃作業で，真空蒸着に使用する合金中

のベリリウム含有量は約 0.19%である．1 回

の作業時間は，15～20 分程度で，清掃頻度

は 1 月あたり約 1 回程度，作業者は 1 名で，
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クリーンルーム用の防じん服を着用し，不

織布マスク，ポリエステル製防護手袋，牛革

製の前掛けを着用していた．なお，真空蒸着

機に局所排気装置等の排気設備は設置され

ていない．  

 

(イ) 調査方法 

 ばく露測定として，個人ばく露濃度測定

（総粉じんおよび吸入性粉じんを対象），吸

入性粉じんを対象とした作業環境測定（A・

B 測定）および高濃度ばく露が予想される 2

つの作業（作業①；真空蒸着機内面に付着し

た合金を削り取る作業，作業②；真空蒸着機

内の合金のカスをミニ箒でかき集めミニ塵

取りに集める作業）について，作業時間全体

を捕集時間としたスポット測定を実施した．

個人ばく露測定はベリリウム取扱い作業者

（ばく露作業者），非取扱い作業者（非ばく

露作業者）各 1 名にサンプラーを取り付け

就業時間中捕集した．分析は誘導結合プラ

ズマ原子発光分析法により行った．捕集条

件等を表 1 に示す．なお，本調査は産業医

科大学倫理委員会での承認（第 R4-019 号）

を得て実施した．  

 

C. 研究結果および考察 

 個人ばく露濃度測定，作業環境測定，スポ

ット測定結果を表 2～4 に示す．現在，日本

においては総粉じんとして日本産業衛生学

会が許容濃度 0.002 mg/m3 [2]を勧告し，厚生

労働省が管理濃度 0.001 mg/m3 [3]を示して

いる．本調査では，個人ばく露濃度測定，作

業環境測定およびスポット測定のいずれの

測定に置いてもこの値を下回った． 

 真空蒸着機には，局所排気装置等の排気

設備はないものの，作業時間は短時間であ

り，粉じんの飛散も目視でほぼ確認されな

かった．また，当該事業場は定期的な作業環

境測定も実施しており，過去の測定におい

ても第一管理区分を継続している．したが

って，当該作業におけるベリリウムばく露

における健康障害リスクは低いと考えられ

る． 

 

D. 結論 

今回，調査対象とした作業においては，ば

く露濃度は定量下限値未満であり，適切に

作業環境管理・作業管理がなされていた． 

 

引用文献 

1. 豊岡達士，甲田茂樹 (2021)：ベリリウ

ム及びその化合物による健康障害の防

止対策と職場における労働衛生管理－

最近の動向と我が国の課題－．産業衛

生学雑誌 63(2)：31-42 

2. 日本産業衛生学会：許容濃度等の勧告

（2022 年度），日本産業衛生学会，

64(5)，258，2022 

3. 厚生労働省：作業環境評価基準第二条

別表，1988 

 

E. 健康危険情報 

なし 

 

F. 研究発表 

【論文発表】 なし 

【学会発表】 なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

なし  
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表 2 個人ばく露濃度測定結果 

 

 

 

 

表 3 作業環境測定結果 

 

 

 

 

表 4 スポット測定結果 

 

  

総粉じん 吸入性粉じん

ばく露作業者 < 0.0001 < 0.0001

非ばく露作業者 < 0.0001 < 0.0001

ベリリウム濃度 (mg/m3)

測定位置番号 ベリリウム濃度 (mg/m3) 備考

A測定① < 0.0003

A測定② < 0.0003

A測定③ < 0.0003

A測定④ < 0.0003

A測定⑤ < 0.0003

EA1 0.0009

EA2 0.0004

B測定 0.0003 清掃作業時

管理区分 第一管理区分

作業No. ベリリウム濃度 (mg/m3) 備考

作業① < 0.0006 合金を削り取る作業

作業② < 0.0006 合金をかき集める作業
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Ⅱ．分担研究報告 

4. 模擬作業場の設計および施工 

 

石田尾 徹 1，山本 忍 2，大藪 貴子 3，東 秀憲 4，保利 一 5 

1 産業医科大学 産業保健学部 作業環境計測制御学 講師，2 同助教， 

3 産業医科大学 産業生態科学研究所 労働衛生工学 講師，4 同教授， 

5 産業医科大学 名誉教授 

 

研究要旨 

 本研究は，ベリリウム等の低濃度管理物質や発がん物質を製造，取り扱う作業場において，

作業者の健康障害を防止するために有効な工学的な曝露防止対策を検討するものである．

ベリリウムに関する文献的調査により，高流速の局所排気装置の設置が環境濃度低減に有

効である知見が得られている．本研究においても局所排気装置の有用性の検討を最終目標

とするが，その局所排気装置を設置するための模擬作業場を設計および施工した． 

 

A. 研究目的 

ベリリウム等の管理濃度が極めて低い物

質（低濃度管理物質）を製造，取り扱ってい

る工程では，対策を行うことにより，作業に

伴って発生する有害物質の室内への拡散を

ある程度抑えることができたとしても，特

に発生源付近では管理濃度を超えることが

考えられ，従来の工学的対策では第一管理

区分にすることは困難になるといわれてい

る．このような環境において，作業者の当該

物質の曝露による健康障害を防止するため

には，発生状況を把握するとともに，状況に

応じた適切な対策を実施する必要がある． 

従来，有害作業の工学的対策としては，特

定化学物質障害予防規則（特化則）や有機溶

剤中毒予防規則（有機則）等で，設備の密閉

化，局所排気装置およびプッシュプル型換

気装置の設置等が義務付けられ，局所排気

装置等の性能要件も定められているが，低

濃度管理物質については，作業環境管理の

みで作業環境を十分低減することが困難な

場合も多いと考えられ，その他の方法，すな

わち，個人保護具（呼吸用保護具，保護手袋

等）の使用等を含めた総合的な管理が必要

になると考えられる．一方，工学的対策につ

いても，平成 24 年の有機則等の改正で，局

所排気装置やプッシュプル換気装置に替わ

る多様な発散防止抑制措置も認められるよ

うになっており，対策の方法も多様化して

いる． 

本研究室ではこれまで，局所排気フード

の簡易設計法，破過検出が可能な防毒マス

ク吸収缶，光触媒や真空紫外光（エキシマラ

ンプ）を用いた VOC の分解，たばこ煙に適

した呼吸用保護具のフィルターの検討など，

有害化学物質を取扱う作業現場において労

働者の健康障害防止を防止するために有用

な対策機器の研究開発を行ってきた．本研

究は，これらの経験を踏まえて，ベリリウム

等の低濃度管理物質や発がん物質を製造，

取り扱う作業場において，作業者の健康障

害を防止するために有効な工学的な曝露防
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止対策を検討するものである． 

 

B. 研究方法 

実験室内に模擬作業場を設計した．設計

の際は、模擬作業場から外部に空気以外漏

れないように計画した．まず，模擬作業場内

でのベリリウム粉塵の曝露防止については，

研究室内に独立した部屋を作り，卓上の囲

い式の局所排気装置を常に稼働させ，気流

を作り陰圧状態を保つこととした．局所排

気装置内で発生した粉塵については，トラ

ップユニット内に設置するバグフィルター

あるいは水を用いたスクラバーを通して回

収し，トラップユニットごと廃棄すること

とした．また，この模擬作業場の気中濃度を

モニタリングするために、粉塵用のパーテ

ィクルカウンターと作業環境中に共存の可

能性がある有機化合物用の濃度測定機器を

準備する． 

 

C. 研究結果および考察 

模擬作業場を設計するにあたり，仕様書

を作成した（資料 1 参照）．この仕様書をも

とに模擬作業場を設計した．設計図の詳細

を図 1 に示す． 

設計図をもとに施工を開始した．施工前

の状態を図 2 に，曝露チャンバー撤去作業

を図 3 に，施工開始から完成までを図 4-6 に

示す．既存の曝露チャンバーのブロアの性

能が約 2.0 m3/min であるため，模擬作業場

内を陰圧にするための簡易排気装置の性能

は最大で 1.8 m3/min とした．可動式のダン

パーを設置することにより，常に密閉状態

を保つように工夫した．さらに，壁を断熱材

にすることにより，温度および湿度をコン

トロール可能と考えられる． 

 

D. 結論 

本研究では，実験室レベルでの模擬作業

によるデータ収集，解析を最終目標として，

本年度は実験室内に独立した模擬作業場を

設計し建設した．その結果，卓上の囲い式の

局所排気装置を常に稼働させることにより，

作業場内を陰圧状態に保つことができた．

今後は，来年度調査予定である現場実態調

査を参考に，模擬作業場内に現場作業およ

び環境を再現し，データ収集および解析を

行う予定である．  

 

E. 健康危険情報 

なし 

 

F. 研究発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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資料 1 模擬作業場の仕様書 

 

1 工事名称 

  産業医科大学 大学本館 6 号館 6 階模擬作業場設置工事 

 

2 工事目的 

本研究では、大学本館 6 号館 6 階の研究室（6601）内に模擬作業場を作製する。作製の際

は、常時、模擬作業場から外部に空気以外漏れないように設計しなければならない。そのた

め、独立した完全密閉の部屋とし、卓上の囲い式の局所排気装置を常に稼働させ、気流を作

り陰圧状態にする。模擬作業場内外の空気温度は断熱材等により、常時コントロール可能と

する。模擬作業場内外の空気濃度は、パーティクルカウンターとガスクロマトグラフを用い

て、常時モニタリングする。実験室（以前は動物実験用吸入曝露室）には、既存の配管ダク

トおよび排気のためのブロア等があり、それらと接続すれば経費を抑えることができる。ま

た、実験室の形状や配管ダクト等に合わせた独立設計とすれば、密閉性を高めることができ

る。本研究で研究対象とするベリリウムは、管理濃度が 0.001mg/m3、TLV-TWA が 0.00005 

mg/m3 と非常に低く危険な物質である。実験室は教員の居室と併設されているため、研究

終了後も模擬作業場は解体せず、模擬作業場内外の有害物質濃度が完全にゼロになるまで

モニタリングする必要がある。以上の理由より、独立設計および電気工事を含む建設工事が

必要と判断する。 

 

3 仕様 

・6601 研究室内の窓側に設置する独立した空間（約 2m×約 3m）とする。 

・6601 研究室内の窓側の形状に合わせた設計とする。 

・既存の動物用曝露チャンバー等を撤去（排気装置、電源、配水管）する。 

・断熱材を用いたパネルにより、温度コントロールを可能とする。 

・窓を設置することにより、模擬作業場内を外から目視することができる。 

・装置の搬出入のため、幅 90 cm 以上のワイド扉とする。 

・ドラフター等を内部に設置することにより陰圧状態を維持できる。 

・模擬作業用の作業台（ステンレス製）を設置する。 

・既存の排気用配管ダクトを利用する。 

・模擬作業場内に電源を設置する。 

・将来、他の局所排気装置を設置するための配管ダクト（あるいは穴）がある。 

 

以上。 

  



41 

 

 

 

 

図 1  模擬作業場の設計 
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図 2  吸入曝露チャンバー撤去前 
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図 3  吸入曝露チャンバー撤去作業 

 

 

 

 

 

 



44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4  模擬作業場・壁設置 
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図 5  模擬作業場・ドアと窓設置 
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図 6  模擬作業場完成 

 

 

  



47 

 

Ⅱ．分担研究報告 

5. 真空紫外線を照射した粉じんに対する湿式回収装置の試作 

 

石田尾 徹 1，山本 忍 2，大藪 貴子 3，東 秀憲 4，保利 一 5 

1 産業医科大学 産業保健学部 作業環境計測制御学 講師，2 同助教， 

3 産業医科大学 産業生態科学研究所 労働衛生工学 講師，4 同教授， 

5 産業医科大学 名誉教授 

 

研究要旨 

 本研究では、局所排気装置における二次的曝露を防止するための粉じん回収システムの

試作を行った。ダクト内のエキシマランプを用いて金属粉じんをイオン化し、水と接触・吸

収させる方法とした。まず、大気じんのみで実験を行い、装置の改良等を行った。その結果、

大気じんの侵入を約 93％以上カットすることができた。次に、粒子サイズ 1 m の銅パウダ

ーを用いて、ランプ前後の粒子個数をパーティクルカウンターで測定した。ランプ消灯時の

結果より、サイズが小さい粉じんは水に回収されにくいことが考えられた。ランプ点灯時の

結果では、全ての粒径区分において、出口の粒子個数が入口より減少した。粒径区分 1 m

に着目すると、回収率は 60.0％であった。さらに回収率を増加させるためには、実験条件や

照射条件等を検討する必要があると考える。 

 

A. 研究目的 

ベリリウム等の管理濃度が極めて低い物

質（低濃度管理物質）を製造、取り扱ってい

る工程では、対策を行うことにより、作業に

伴って発生する有害物質の室内への拡散を

ある程度抑えることができたとしても、特

に発生源付近では管理濃度を超えることが

考えられ、従来の工学的対策では第一管理

区分にすることは困難になるといわれてい

る。このような環境において、作業者の当該

物質の曝露による健康障害を防止するため

の有効な曝露防止対策を検討することが最

終目標である。本研究は、共同研究プロジェ

クトの一部である。共同研究は現場実態調

査、工学的対策（局所排気装置）、呼吸用保

護具の検討からなる。 

粉じんの場合、局所排気装置内の空気清

浄機としてはバグフィルター等が用いられ

るが、運転停止時の逆流やフィルターの掃

除および交換時等において、二次的曝露が

起こる可能性がある。そこで本研究では、二

次的曝露を防止するための粉じん回収シス

テムの試作を行う。つまり、局排ダクト内の

エキシマランプ[1]を用いて粉じんをイオン

化し、水と接触・吸収させ、その水を廃棄す

ることで二次的曝露を防止できると考える。 

 

B. 研究方法 

1) 金属粉じんの湿式回収メカニズム：空気

中の水と酸素がエキシマランプに接触する

と、エネルギーが非常に大きい活性酸素や

OH ラジカル等が生成する。これと金属粒子

が接触することによりイオン化すると考え

られる。イオン化した金属粒子が水槽内の
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水と接触し、水中に回収される。そして、金

属粒子は水ごと処理することになる。 

2) 対象：本研究のモデル粉じんは、粒子サ

イズ 1 m の銅および酸化第二鉄、3 m の

アルミニウムパウダーおよび-アルミナパ

ウダー、5 m の酸化第二銅の計 5 物質とし

た。今回の装置の検証実験では、粒子サイズ

1 m の銅を使用した。 

3) 実験装置の試作 

3-1) 粉じん発生部：低濃度で発じんできる

柴田科学製の間欠式ダストフィーダー（DF-

3 型）を用いた。ターンテーブルに小さい穴

が開いており、ダストホッパーの金属粒子

が穴に入り、テーブルが回転することによ

り、エゼクターに移動し、空気を使って真上

に上昇する仕組みである。 

3-2) 粉じん希釈部：プラスチック製のデシ

ケータを用いた。粉じんは左サイドの入口

から導入する。デシケータ下部に穴を開け

ることにより外部の空気を導入し、希釈す

る。希釈された粉じんはデシケータ上部へ

と移動する。 

3-3) 湿式粉じん回収部：水槽はプラスチッ

ク製で、中に 3 つの仕切りを作った。アル

ミダクト内にはウシオ電機製のエキシマラ

ンプ（172 nm、14 W）を設置した。希釈部

からの粉じんはこの装置内を通ることによ

り、エキシマランプと接触し、その後水と接

触する。 

3-4) ファンおよびバックアップフィルター

部：水槽内を通った空気はダクトを通って

ファンへと進む。ファンにはプレフィルタ

ーが内蔵されており、ファン通過後にさら

に HEPA フィルターを通過する。 

4) 実験装置の改良（添付資料参照） 

4-1) 粉じん発生部：標準装備のターンテー

ブルは、金属粒子をトラップする穴が大き

いため、粒子個数が高くなり、パーティクル

カウンターの測定限界を超えた。そのため、

ターンテーブルの穴のサイズを数種類用意

し、濃度調整をすることにした。また、HEPA

フィルターを通過した空気を発生部へ導入

した。 

4-2) 粉じん希釈部：試作段階では大気じん

の漏れが大きかったため、希釈用デシケー

タのフタにグリースを塗り、テープで補強

した。希釈した粉じんを水槽へ送るアルミ

ダクトはビニール袋で覆い、外部からの空

気の侵入を遮断した。また、HEPA フィルタ

ーを通過した空気を希釈空気とした。 

4-3) 湿式粉じん回収部：漏れを防止するた

め、水槽の本体とフタをテープで補強した。

エキシマランプが内蔵されているアルミダ

クトはビニール袋で覆い、空気を遮断した。 

4-4) ファンおよびバックアップフィルター

部：試作段階でのフィルター付き吸引ファ

ンは、流量が 3.9 m3/min と固定値であり、

希釈流量が大きかったため、制御が可能な

旧吸入曝露室内の排気処理装置を使用し流

量を調整することとした。 

5) 検証実験：まず、モデル粉じんを使用せ

ず、大気じん（室内空気）のみで実験を行っ

た。希釈部および水槽後方の粒子個数をパ

ーティクルカウンター（Model 9306、ニッタ

製）を用いて測定した。次に、粒子サイズ 1 

m の銅を用いて、同様の実験を行った。 

 

C. 研究結果及び考察 

 完成した改良後の実験装置の概略図を図

1 に示す。装置は(A)の粉じん発生部、(B)の

粉じん希釈部、(C)の湿式粉じん回収部、(D)

のバックアップフィルター部の大きく 4 つ
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の部分から構成されている。この装置は、本

学 6 号館 6 階にある旧吸入曝露室内に新設

した模擬作業場内で組み立てた。模擬作業

場は常に陰圧に制御されており、実験中の

粉じんの一般環境への漏洩を防ぐことがで

きる。  

 改良前後の大気じんの入口（希釈部）の測

定結果を図 2 に示す。ランプは消灯状態で

ある。前述の漏れをなくす改良により、粒径

区分 0.3 m で約 95％、0.5 m で約 93％の

大気じんをカットすることができた。これ

は主に HEPA フィルターの効果であると考

えられる。 

 次に、粒子サイズ 1 m の銅パウダーをダ

ストフィーダーにセットし、湿式回収実験

を行った。ターンテーブルはTA-35（特注）、

排気流量は 0.54 m3/min とした。ランプ消灯

時の測定結果を図 3 に示す。図より、区分

0.3 mおよび 0.5 mでは粒子個数に差はみ

られなかったが、区分 1 m 以上の金属粒子

は水中に比較的回収されることがわかった。

このことから、サイズが小さい粉じんは水

に回収されにくいことが考えられた。 

 ランプ点灯時の測定結果を図 4 に示す。

全ての粒径区分において、出口の粒子個数

が入口より減少した。特に、区分 1 m に着

目すると、ランプ消灯時（図 3）の回収率が

46.7％であるのに対して、ランプ点灯時の

回収率は 60.0％と増加することがわかった。

さらに回収率を増加させるためには、実験

条件や照射条件等を検討する必要があると

考える。 

 

D. 結論 

本研究では、真空紫外線を照射した金属

粉じんに対する湿式回収装置を試作した。

装置への室内空気の侵入を防ぐ改良を行っ

たところ、大気じんを約 93％以上カットす

ることができた。モデル粉じんである銅パ

ウダーについては、ランプ点灯時の回収率

は 60.0％であった。今後は、他のモデル粉

じんを用いて実験データの収集・解析を行

うとともに、回収率向上のための装置の改

良を行う必要がある。 

 

E. 引用文献 

1. Kogelschatz U (1990): Silent discharges for 

the generation of ultraviolet and vacuum 

ultraviolet excimer radiation. Pure & Appl. 

Chem. 62 (9): 1667-1674 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

【論文発表】 なし 

【学会発表】 

1. 渋谷晃弘，石田尾徹，山本忍，保利一，

大藪貴子，東秀憲：真空紫外線を照射し

た粉じんに対する湿式回収装置の試作，

第 41 回産業医科大学学会，2023 年 10

月 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

なし  
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図 2 大気じんの入口（希釈部）の測定結果 

（左：改良前（n=3）、右：改良後（n=9）） 

 

 

 

 

 

図 3 ランプ消灯時の銅パウダーの測定結果 

（左：入口、右：出口、n=10） 
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図 4 ランプ点灯時の銅パウダーの測定結果 

（左：入口、右：出口、n=10） 

 

 

 

 

 

 

  

0

100000

200000

300000

400000

500000

600000

0.3 0.5 1 3 5 10

粒
子

個
数

[c
p

m
]

粒子サイズ [m]

0

100000

200000

300000

400000

500000

600000

0.3 0.5 1 3 5 10

粒
子

個
数

[c
p

m
]

粒子サイズ [m]



53 

 

 



54 

 

 



55 

 

 



56 

 

 



57 

 

資料：第 41 回産業医科大学学会（抄録とポスター） 
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Ⅱ．分担研究報告 

6. 低濃度管理物質の曝露防止対策に関する基礎研究 

 

東 秀憲 1，大藪 貴子 2，石田尾 徹 3，山本 忍 4，保利 一 5 

1 産業医科大学 産業生態科学研究所 労働衛生工学 教授，2 同講師， 

3 産業医科大学 産業保健学部 作業環境計測制御学 講師，4 同助教， 

5 産業医科大学 名誉教授 

 

研究要旨 

 本研究では、呼吸用保護具の短縮定量的フィットテストを行い、その保護具の密着性に影

響を及ぼす因子を検討するとともに、低濃度管理物質の曝露防止対策としての呼吸用保護

具の有用性について検討した。同意の得られた成人男女対象者に対して複数の使い捨て式

あるいは半面形面体型呼吸用保護具に関する短縮定量的フィットテストを実施した。得ら

れたフィットファクタと対象者の顔写真および 3D 画像より得られる顔サイズパラメータ

を用いて多変量解析を実行した。顔サイズパラメータの中で特にフィットファクタに影響

の大きなパラメータとして選定し、フィットテストで得られた呼吸用保護具のフィットフ

ァクタの相関式を作成した。得られた相関式より呼吸用保護具のフィットテストの結果を

推定し、実際のテスト結果と比較した。さらに、作業者により適した呼吸用保護具を選定す

るための方法について検討するとともに、低濃度管理物質の曝露防止対策としての呼吸用

保護具の有用性について検討した。 

 

A. 研究目的 

ベリリウム等の管理濃度が極めて低い物

質（低濃度管理物質）を製造、取り扱ってい

る工程では、対策を行うことにより、作業に

伴って発生する有害物質の室内への拡散を

ある程度抑えることができたとしても、特

に発生源付近では管理濃度を超えることが

考えられ、従来の工学的対策では第一管理

区分にすることは困難になるといわれてい

る[1, 2]。このような環境において、作業者

の当該物質の曝露による健康障害を防止す

るためには、発生状況を把握するとともに、

状況に応じた適切な対策を実施する必要が

ある。 

一方、有害作業の工学的対策としては、特

定化学物質障害予防規則（特化則）や有機溶

剤中毒予防規則（有機則）等で、設備の密閉

化、局所排気装置およびプッシュプル型換

気装置の設置等が義務付けられ、局所排気

装置等の性能要件も定められているが、低

濃度管理物質については、作業環境管理の

みで作業環境を十分低減することが困難な

場合も多く、個人用保護具（呼吸用保護具、

保護手袋等）の使用等を含めた総合的な管

理が必要である。 

これまで、局所排気フードの簡易設計法、

破過検出が可能な防毒呼吸用保護具吸収缶、

光触媒や真空紫外光（エキシマランプ）を用

いた VOC の分解、たばこ煙に適した呼吸用

保護具のフィルタの検討など、有害化学物
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質を取扱う作業現場において、労働者の健

康障害防止を防止するために有用な対策機

器の研究開発を行ってきた。本研究は、これ

らの経験を踏まえて、ベリリウム等の低濃

度管理物質や発がん物質を製造、取り扱う

作業場において、作業者の健康障害を防止

するために有効な曝露防止対策として呼吸

用保護具の有効性を検討するものである。

本研究では、低濃度管理物質への有効な曝

露防止対策の一つとして、 呼吸用保護具の

フィットテストを行い、その保護具の密着

性に影響を及ぼす因子を検討することを目

的とする。 

 

B. 方法 

大学倫理委員会の承認後（R4-006）、説明

により同意の得られた成人男女対象者に対

して複数の使い捨て式あるいは半面形面体

型取替え式呼吸用保護具に関する短縮定量

的フィットテストを実施した。本研究でテ

ストに用いたフィットテスタは、短縮定量

的フィットテストが可能な TSI PortaCount 

8048 であり、テストに用いた呼吸用保護具

は Table 1 に示したものである。同意がえら

れた対象者は 2022 年度に 20 名（男性 12 名、

女性 8 名）および 2023 年度に 16 名（男性

8 名、女性 8 名）であった。 

対象者が呼吸用保護具を装着してシール

チェックをした後に短縮定量的フィットテ

ストを行った。使い捨て式および半面形面

体型呼吸用保護具のフィットテストの合格

基準はフィットファクタが 100 以上である。 

フィットファクタ（FF=Cout/Cin）は、呼吸

用保護具外（テスト環境中）の粒子濃度 Cout 

[個数濃度]と呼吸用保護具内部の粒子濃度

Cin の比で定義され、総合的な FFは 4 つの

動作からそれぞれ得られるフィットファク

タ FFnを用いて次式で与えられる。 

1 2 3 4

4

1 1 1 1
FF

FF FF FF FF
+ + +

総合フィットファクタ（ ）=

 

ここで、静電フィルタを使用している呼

吸用保護具については、装置に内蔵されて

いる N95 コンパニオン機能を使うことで、

フィルタを通過する粒子を無視できる状態

で測定した。また、N95 コンパニオン機能

を使用する場合の FF の上限値は 200 と設

定されているため、本研究では、合格基準等

を考慮し、すべてのテストにおいて FFの上

限値を 200 で統一して解析を実行した。 

フィットテストの実施と同時に正面およ

び横からの顔写真と顔面 3D 画像を撮影し

た。得られたフィットファクタと対象者の

顔写真および 3D 画像より得られる顔サイ

ズパラメータを用いて多変量解析を実行し

た。具体的には、フィットテストで得られた

呼吸用保護具のフィットファクタを、

NIOSHのフィットパネルに使用されている

10 カ所に唇幅を加えた顔サイズパラメータ

の組み合わせでフィットファクタに影響を

及ぼす因子として解析した。 

11 個の顔サイズパラメータの中で特にフ

ィットファクタに影響の大きなパラメータ

を選定し、相関式を作成して呼吸用保護具

のフィットテストの結果を推定し、テスト

結果と比較した。さらに、作業者により適し

た（フィットファクタが大きいと予想され

る）呼吸用保護具を選定するための方法に

ついて検討するとともに、低濃度管理物質

の曝露防止対策としての呼吸用保護具の有

用性について検討した。 
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C. 結果と考察 

短縮定量的フィットテストの合否判定を

まとめた結果を Table 2 に、対象者の顔サイ

ズパラメータより得られた情報の NIOSH

フィットパネルへの分布を Fig.1 に示す。 

解析の結果、顔の横幅、縦幅および唇幅か

ら得られる情報がフィットファクタおよび

フィットテストの合否判定結果に強く相関

している傾向が示され、フィットファクタ

の推定式を 2 変数で表現することで、実験

結果を概ね良好に再現できた。相関の一例

を Fig.2(a)に示す。また、推定結果の詳細と

実測との比較 Table 3(a)に、まとめを Table 4

に示す。 

一方、顔の正面写真による顔認識機械学

習によるフィットファクタの推定プログラ

ムを Wolfram MathematicaTM により作成し、

実行した。顔認識機械学習のイメージを

Fig.2(b)に示す。この結果、推定式と同精度

以上で学習データのフィットテストの判定

結果を再現することが可能であり（推定結

果の詳細と実測との比較を Table 3(b)、まと

めを Table 4 に示す）、未学習データも平均

で概ね 7 割程度再現可能であった。今後、

学習データの精査や相関法の改善により、

特に未学習データのフィットテスト判定結

果の推定精度向上等が課題である。 

各呼吸用保護具のフィットファクタの平

均値、最小値および最大値より a、d のよう

に比較的多くの対象者にフィットしやすい

タイプと b のように全体的にフィットしに

くいタイプ、あるいは c、e、f のようにフィ

ットするものとしないものとに分かれるタ

イプに大別されるため、特に c、e、f のよう

なタイプの保護具を用いる際には、自身の

顔の大きさや形状に合った保護具を選定す

ることも隙間からの漏れを防ぐためには重

要である。 

一方で、各呼吸用保護具のフィットファ

クタの平均値とフィルタの透過率から推定

される防護係数を指定防護係数と比較した

結果を Table 5 に示す。推定される防護係数

はいずれも指定防護係数（JIS）を上回って

いる（P-PAPR に関してはメーカーの保証値

には達していない。これは、FFの上限値を

すべて 200 で統一していることに加えて、

単にファンを稼働させていない状態での全

漏れ率から防護係数を算出しているためと

考えられる）が、FFの平均値がいずれも合

格値（100）を超えており、作業者に適した

呼吸用保護具を適切に装着していることが

前提になっており、当然フィットファクタ

の値が小さいものほど防護係数の推定値も

小さくなる。このため、低濃度管理物質のよ

うに、より健康障害性の高い恐れのある物

質を取り扱う場合には、作業者の顔に適し

た密着性の高いと予想される取替え式の呼

吸用保護具あるいはファン稼働時には面体

内が正圧に保たれるため隙間からの漏れを

防ぐ効果の高い P-PAPR の使用を推奨し、

適切に装着したうえで作業を実施していた

だくことがよいと考えられる。 

 

D. 結論 

呼吸用保護具の短縮定量的フィットテス

トにより得られたフィットファクタと顔サ

イズパラメータとの相関関係について検討

した。顔のサイズに関わるいくつかのパラ

メータから呼吸用保護具のフィットテスト

の結果を推定し、実際のテスト結果と比較

した。さらに、顔サイズパラメータのうちフ

ィットファクタに大きな影響を与えるパラ
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メータに関する情報の抽出とともに、作業

者に適した呼吸用保護具を選定するための

方法および低濃度管理物質の曝露防止対策

としての呼吸用保護具の有用性について検

討した。 
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Fig.1 Face size distribution in NIOSH Fit panel 

 

 

  

● Male, ● Female 
Some subjects are out of range. 
The subjects in red letter sometimes failed the Fit test. 
The underlined subjects sometimes incorrectly predicted the results of the Fit test. 
There were tested in 2022 and learning data 

● Male, ● Female 
Some subjects are out of range. 
The subjects in red letter sometimes failed the Fit test. 
The underlined subjects sometimes incorrectly predicted the results of the Fit test. 
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(a) Regression equation 

 

 
(b) Face recognition 

 

Fig.2 Image of parameter adjusting for (a) Regression equation and (b) Face recognition. 
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Table 3 Estimated results of Fit-factor by (a) Regression equation and (b) Face recognition. 

(a) Regression equation  

(Learning data) 

 

 

(Estimated) 

 

 

 

  

all予測値 350 最適予測値 8210 J-DS2 最適予測値 DD11-S2-5 最適予測値 1015-02 最適予測値
1005RRX-

05
最適予測値 TW01SC 最適予測値 Sy11V3A 最適予測値

A 153 200 187 200 119 200 137 200 146 200 138 200 167 200 163

B 163 182 204 200 119 200 101 200 145 200 129 200 241 200 100

C 138 200 162 101 115 200 206 200 155 200 161 2 42 200 265

D 177 200 215 125 77 200 201 199 200 200 201 200 173 200 115

E 145 200 179 158 139 200 98 200 120 200 106 200 183 200 170

F 154 200 187 130 116 170 145 200 150 200 143 200 159 200 167

G 139 200 164 200 118 200 193 200 150 200 154 200 60 200 253

H 148 200 179 165 116 200 167 200 152 108 150 200 119 200 200

I 152 200 185 162 116 200 150 200 150 200 145 200 149 200 175

J 171 138 211 158 97 139 150 200 173 156 166 200 210 200 104

K 164 200 202 199 109 200 134 200 158 200 148 200 205 200 121

L 172 200 213 24 96 138 148 200 174 200 167 177 217 6 98

M 179 200 217 200 69 200 220 200 211 200 215 200 160 200 118

N 182 149 223 139 76 106 185 200 201 115 198 200 208 200 84

O 147 200 179 175 124 138 141 200 140 200 134 200 143 198 189

P 138 200 170 131 147 39 93 166 110 4 96 200 167 200 191

Q 148 200 181 131 126 198 130 200 137 200 128 200 158 200 178

R 150 200 185 116 128 200 116 200 134 200 123 200 182 200 160

S 158 200 192 120 104 200 172 200 166 178 164 200 145 200 167

T 133 200 162 182 149 200 106 200 109 18 97 200 135 200 220

平均値 350 最適予測値 8210 J-DS2 最適予測値 DD11-S2-5 最適予測値 1015-02 最適予測値
1005RRX-

05
最適予測値 TW01SC 最適予測値 Sy11V3A 最適予測値

U 197 196 188 181 116 200 192 200 192 200 197 200 180 200 137

V 170 126 193 189 130 200 171 200 185 200 171 200 177 200 161

W 163 200 179 198 86 200 178 200 193 119 204 134 220 200 83

X 177 200 169 163 58 200 266 200 215 200 293 200 194 200 46

Y 170 139 184 200 104 144 194 200 194 117 206 200 191 200 117

Z 175 117 177 173 81 200 238 200 206 200 256 200 187 200 83

AA 162 146 181 200 93 111 165 151 190 200 189 200 221 200 94

AB 160 200 171 133 60 200 185 200 199 200 226 144 244 200 38

AC 165 200 172 198 63 200 204 197 202 200 239 200 229 200 46

AD 165 200 182 200 95 200 179 200 192 200 199 200 209 200 100

AE 166 200 190 200 120 200 163 111 185 195 171 124 193 124 141

AF 150 200 168 165 86 200 163 198 146 200 182 200 220 200 85

AH 153 200 171 185 102 200 156 200 165 200 162 200 183 200 132

AI 154 200 173 200 100 200 161 131 165 200 165 200 178 200 135

AJ 154 200 163 123 154 200 99 115 211 200 90 142 135 108 225

AK 158 200 173 200 139 200 129 100 204 200 114 200 120 200 224
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Table 3 continue 

(b) Face recognition  

(Learning data) 

 

 

(Estimated) 

 

 

  

最適予測値

平均値
350 最適予測値 8210 J-DS2 最適予測値 DD11-S2-5 最適予測値 1015-02 最適予測値

1005RRX-

05
最適予測値 TW01SC 最適予測値 Sy11V3A 最適予測値

A 198 200 200 200 200 200 196 200 187 200 200 200 203 200 198

B 196 182 179 200 200 200 195 200 200 200 200 200 200 200 200

C 140 200 200 101 154 200 200 200 200 200 198 2 1 200 27

D 169 200 174 125 127 200 164 199 135 200 184 200 200 200 199

E 200 200 208 158 156 200 200 200 200 200 234 200 203 200 199

F 168 200 206 130 194 170 65 200 199 200 204 200 199 200 108

G 203 200 220 200 202 200 200 200 200 200 197 200 202 200 197

H 180 200 201 165 167 200 200 200 199 108 108 200 187 200 200

I 175 200 200 162 161 200 203 200 198 200 196 200 164 200 106

J 137 138 140 158 154 139 133 200 184 156 124 200 200 200 25

K 184 200 157 199 167 200 199 200 198 200 200 200 164 200 200

L 137 200 199 24 26 138 142 200 201 200 183 177 210 6 1

M 198 200 189 200 197 200 196 200 200 200 204 200 199 200 198

N 156 149 176 139 139 106 106 200 158 115 117 200 201 200 196

O 173 200 201 175 178 138 139 200 165 200 204 200 200 198 125

P 125 200 154 131 130 39 29 166 164 4 3 200 195 200 202

Q 189 200 209 131 131 198 199 200 200 200 201 200 186 200 195

R 193 200 206 116 116 200 227 200 200 200 203 200 200 200 198

S 186 200 204 120 121 200 200 200 199 178 179 200 200 200 197

T 158 200 196 182 167 200 200 200 201 18 19 200 126 200 197

平均値 350 最適予測値 8210 J-DS2 最適予測値 DD11-S2-5 最適予測値 1015-02 最適予測値
1005RRX-

05
最適予測値 TW01SC 最適予測値 Sy11V3A 最適予測値

U 197 196 1 181 148 200 130 200 137 200 149 200 139 200 165

V 162 126 207 189 160 200 123 200 130 200 96 200 207 200 211

W 130 200 8 198 153 200 162 200 198 119 142 134 144 200 104

X 138 200 113 163 182 200 90 200 105 200 95 200 185 200 193

Y 157 139 75 200 186 144 140 200 198 117 176 200 112 200 211

Z 166 117 235 173 145 200 129 200 130 200 164 200 157 200 205

AA 145 146 127 200 112 111 136 151 130 200 154 200 153 200 205

AB 141 200 192 133 139 200 127 200 129 200 81 144 126 200 193

AC 174 200 291 198 167 200 106 197 137 200 140 200 198 200 181

AD 183 200 240 200 172 200 214 200 197 200 172 200 137 200 147

AE 121 200 1 200 172 200 107 111 137 195 40 124 164 124 227

AF 154 200 129 165 142 200 185 198 130 200 151 200 166 200 174

AH 154 200 1 185 178 200 157 200 103 200 210 200 210 200 218

AI 136 200 112 200 181 200 184 131 60 200 34 200 174 200 208

AJ 165 200 180 123 153 200 173 115 198 200 130 142 203 108 119

AK 156 200 168 200 158 200 138 100 155 200 80 200 186 200 210
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資料：第 40 回産業医科大学学会（抄録とスライド） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



70 

 

 



71 

 

 



72 

 

 



73 

 

 



74 

 

 

 

 

  



75 
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